




2015 年 9 月 20 日 　朝日新聞

2015 年 09 月 21 日　毎日新聞

2015 年 09 月 21 日　読売新聞

2015 年 09 月 21 日　共同通信
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「議長は、表決を採ろうとするときは、表決に付する問題を宣告する」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第136条）

「議長は、表決を採ろうとするときは、問題を可とする者を起立させ、
その起立者の多少を認定して、その可否の結果を宣告する」（第137条）

特別委員会規則
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日本国憲法 第 10章 第 98条

この憲法は、
国の最高法規であつて、
その条規に反する法律、命令、
詔勅及び国務に関する
その他の行為の全部又は一部は、
その効力を有しない。

最高法規、条約及び国際法規の遵守
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 Before → 

国連が統括する平和維持活動
に限定。
自分や近くにいる人の身を守る
ための武器使用は可能。

日本周辺の有事で米軍を支援。
燃料・水の補給や食料の輸送、
医療支援。

日本の平和に深刻な影響を与える事態
の時、世界中で他国軍を後方支援。
弾薬の提供や発進する軍用機への給油、
兵士の輸送も可能。

国連が直接関与しない平和維持活動も
参加可能。
検問･巡回などで住民を守る活動や、
離れた場所に駆けつけて他国軍や
民間人を警護できる。=駆け付け警護
任務を遂行するための武器使用が可能。

日本が直接攻撃を受けていれば、
個別的自衛権を行使して自衛隊
が反撃のために武力行使。

集団的自衛権の行使を容認。
日本が直接攻撃を受けていなくても、
存立危機事態で、他に適当な手段が
無ければ、必要最小限度の武力行使が
できる。

①国際平和支援法

②平和安全法制整備法
海外で自衛隊が他国軍を後方支援する

安全保障関連法
「非戦闘地域」のみで活動。
派遣の度に
立法・延長承認が必要。

「現に戦闘が行われている地域」
以外で活動。
恒久法なので、常時派遣可能。

（旧テロ対策特措法など）

（PKO協力法）

（周辺事態法）

（武力攻撃事態法）
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=救援物資
=軍事物資
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安保法制とは

=戦争法

自衛隊の活動範囲を広げ、
国会でその都度法律を作ることなく
世界中のどこにでも
いつでも派兵し、
他国軍と一緒に
戦争できる法律

憲法違反
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人道支援 軍事支援
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ザイナブ・サムニ

ＧＡＺＡの少女
2015/10/1 防衛装備庁設置
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消費税

国民年金保険料

高齢者医療費

介護保険料

児童扶養手当

年金支給

生活保護費

防衛費 法人税

値上げされた
私たちが払う税金

減らされた
私たちに対する保障

公共事業費・

負担
2倍

減
額

減
額

減
額

支
払
い
増

引き
下げ

引き
上げ

介護報酬
就学援助 ets・・・・
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2012年　衆院選
自民党&公明党VS野党系の得票数

自民党
&

公明党

野党系

（２３７＋９）2653
3309

万

万

当選議席得票数

一つの選挙区から一人しか当選しないので、
落選者に投票した人の分は死に票になってしまう小選挙区制=
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2012年　衆院選
有権者全体に占める自民党の得票率

無効票
1%

無効票
1%

小選挙区 比例代表

投票せず

４２％

自民党
２５％

その他の党

３２％ 約約

約

投票せず

４２％約
その他の党

４１％約

自民党
１６％約
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⑬

わたしたち

国民主権 基本的人権の尊重 平和主義


